
2026年 6月29日 愛媛県松山市大手町2丁目5番地41

伊予トータルサービス株式会社

取締役社長　久米　良樹

（単位：円）

【 】 【 13,933,019,419 】 【 】 【 1,488,130,130

91,942 86,249,168

6,391,156,290 6,571,500

2,310,000,000 1,317,833,440

5,097,731,109 18,937,600

3,830,681 1,304,200

10,902,800 14,509,648

109,206,297 2,591,075

10,100,300 40,133,499

【 】 【 3,393,767,497 】 【 】 【 227,978,320

（ ） （ 2,830,830,834 ） 62,996,670

建 物 1,213,767,879 141,854,050

建 物 附 属 設 備 126,865,015 23,127,600

構 築 物 172,655 1,716,108,450

機 械 装 置 3,267,335

車 両 器 具 備 品 22,513,084

リ ー ス 資 産 57,127,500

土 地 1,407,117,366 【 】 【 13,152,043,843

（ ） （ 19,720,193 ） 12,750,000

電 話 加 入 権 2,110,787 （ ） （ 1,019,250,000

ソ フ ト ウ ェ ア 17,609,406 19,250,000

（ ） （ 543,216,470 ） 1,000,000,000

投 資 有 価 証 券 512,935,120 （ ） （ 12,120,043,843

出 資 金 874,000 16,500,000

差 入 保 証 金 13,196,143 12,103,543,843

修 繕 積 立 金 16,211,207 5,480,000,000

6,623,543,843

【 】 【 2,458,634,623

2,458,634,623

15,610,678,466

17,326,786,916 17,326,786,916

流 動 資 産 流 動 負 債 】

現 金 代 理 店 預 り 金

普 通 預 金 未 払 法 人 税 等
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貸 借 対 照 表

（令和 8年 3月31日 現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

繰 延 消 費 税 前 受 収 益

未 収 入 金 仮 受 金

未 払 金

定 期 預 金 繰 延 税 金 負 債

有 価 証 券 未 払 消 費 税

前 払 費 用 未 払 事 業 税

退 職 給 与 引 当 金

負 債 合 計

固 定 資 産 固 定 負 債 】

リ ー ス 負 債

預 り 敷 金

有 形 固 定 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

資 本 金

資 本 剰 余 金 ）

投資その他の資産

資 本 準 備 金

純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産

株 主 資 本 】

】

その他有価証券評価差額金

（当期純利 益金 額） 163,848,685

別 途 積 立 金

評価・換算差額等

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

未 収 還 付 法 人 税 等

）利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金



　　資産の評価基準及び評価方法

　　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　時価のあるもの・・・　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処理

　　　　　　　　　　　　　し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　　　時価のないもの・・・　移動平均法による原価法

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　　　　　　　　　　　　　なお、会計基準変更時差異は10年による按分額を費用処理しております。

　　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産・・・　定率法

　　　　　　　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物については、定額法を採用しており

　　　　　　　　　　　　　ます。

　　　無形固定資産・・・　定額法

　　　リース取引の処理方法・・・　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

　　　　　　　　　　　　　　　　ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

　　　　　　　　　　　　　　　　によっております。

　　　消費税等の会計処理・・・　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　　　

　　引当金の計上基準

　　　退職給与引当金・・・　従業員の退職給与に備えるため、当事業年度末における退職給与債務の見込額に

　　　　　　　　　　　　　基づき、当事業年度末において発生していると認められる金額を計上しております。


